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基本方針＜電気事業＞ 

現状と課題＜電気事業＞ 

令和６年度主要事業の概要＜電気事業＞ 

 
 

 国が進める電力システム改革により電気事業を取り巻く環境が大きく変化している中、「京都府電

気事業経営戦略（令和３年３月策定）」を基に、健全な経営と安定的な電力供給体制の確保に努めま

す。 

 

■電気事業位置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 昭和 36 年に大野発電所（水力）の運転を開始して以来 60 年以上が経過しており、計画的な老朽

化対策が必要です。 

 電力システム改革など事業を取り巻く環境が大きく変化する中、経営の効率化が求められていま

すが、全国の公営電気事業の中でも最小の規模であり、さらなる効率化には限界があることから、積

極的な民間活用の推進をはじめ、抜本的な事業のあり方についても検討を進めていく必要がありま

す。 

 

 
 

■ 大野ダムの貯留水を利用して水力発電を行う大野発電所は、運転開始から約 60 年が経過してい

ますが、老朽設備等の更新を計画的に実施することにより施設の機能を維持しながら、安定した

電力供給を確保していきます。 

 

・施設更新等事業 

    〇令和６年度は、大野発電所の遠方監視機能が維持できる

よう、中央監視設備等更新工事を実施します。 

 

中央監視装置 遠方監視装置 
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７７  下下水水道道（（汚汚水水）） 

基本方針 

 
 

 

 

生活環境を改善し、公共用水域の水質を保全するためには、日常生活や事業活動に伴って排出され

る汚水を適正に処理することが重要です。下水道、農業集落排水、浄化槽等の汚水処理施設の整備を推

進するとともに、処理を高度化し、施設を適切に維持管理することが必要であり、京都府では、広域的

な下水道（流域下水道）の整備や管理、公共下水道、農業集落排水、浄化槽を整備する市町村への支援

を行っています。 

 

●□

●○□△

■●○□

■●○□

■○□△

■●○□

■●○□ 

■●○□△ 

■□ 

■●○□△ 

■●○□

■
■

■

■
■

■□ 

■□ 
■□■○ 

■□△

□

□

■□ 
■

■  公共下水道 

●   

○  集落排水施設 

□  浄化槽（個人設置型） 

△  浄化槽（市町村設置型） 

  桂川右岸流域下水道 

  木津川流域下水道 

  宮津湾流域下水道 

  木津川上流流域下水道 

桂桂川川右右岸岸流流域域下下水水道道  

洛洛西西浄浄化化セセンンタターー  

木木津津川川流流域域下下水水道道  

洛洛南南浄浄化化セセンンタターー  

○□ 

○事業着手：S47 年度 

○供用開始：S54.10 

○関連市町 

 ・京都市    ・向日市 

 ・長岡京市  ・大山崎町 

宮宮津津湾湾流流域域下下水水道道  

宮宮津津湾湾浄浄化化セセンンタターー  

○事業着手：S59 年度 

○供用開始：H5.3 

○関連市町 

 ・宮津市 

 ・与謝野町 

○事業着手：S50 年度 

○供用開始：S61.3 

○関連市町 

・京都市  ・宇治市  ・城陽市  ・八幡市 

・京田辺市 ・木津川市 ・久御山町 ・井手町 

木木津津川川上上流流流流域域下下水水道道  

木木津津川川上上流流浄浄化化セセンンタターー  

○事業着手：S63 年度 

○供用開始：H11.11 

○関連市町 

 ・木津川市 

 ・精華町 

‒ 38 ‒

Ⅴ　事業の概要−１　成長・交流・暮らしの基盤づくり Ⅴ　事業の概要−１　成長・交流・暮らしの基盤づくり



Ⅴ事業の概要－１ 成長・交流・暮らしの基盤づくり 
 

- 39 - 
 

現状と課題 
 

       

１ 汚水処理人口普及率の推移 

府全体の汚水処理人口普及率は、令和４年度末時点で全国４位の 98.6％と高い状況にあります

が、近年横ばいで推移しています。 

京都府南部地域においては、下流に大阪、兵庫を抱えており、1,100 万人の水道水源を守るとい

う役割があること、北部地域においては、丹後天橋立大江山国定公園に指定されている宮津湾沿岸

部の自然環境保護が必要であること等から、水質保全の取組を継続する必要があります。また、南

部では新名神高速道路の整備に伴うまちづくりが進んでおり、これに合わせた下水道施設の整備も

求められています。 

 

２ 汚水処理施設の老朽化 

京都府内における下水処理場の約４割は、供用開始から 25 年以上が経過しており、機械・電気

設備の大量更新期を迎えています。また、下水道管渠の総延長は約 9,500km となっていますが、管

渠の耐用年数である 50 年を経過した施設が約１割を占めており、20 年後には約５割を超え老朽化

が急速に進行する見込みとなっています。老朽化対策のための管渠の修繕、改築等にかかる維持管

理費用が増大するとともに、劣化に起因する事故や機能低下・停止による公共用水域の水質汚濁等

のリスクが増大することが懸念されています。 

 

 
 

３ 汚水処理事業のサービス継続 

汚水処理施設の経営環境は、人口減少に伴う使用料収入の減少や、職員数の減少、施設老朽化に

伴う大量更新期の到来により、厳しさを増しています。このため、広域化・共同化の取組により、

一層の効率化を進めていく必要があります。  
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令和６年度主要事業の概要 
 

 

１ 流域下水道（汚水）の整備 

流入水量が年々増加している洛南浄化センターの水処理能力を向上させるための事業を推進する 

とともに、老朽化が進行する流域下水道施設の改築更新工事を進めています。 

 

（１）桂川右岸流域 洛西浄化センター 

■ 老朽化が著しい送風機設備の改築更新に合わせて、地震時にも下水道の機能を維持するため

の送風機棟の耐震補強を行い、処理施設の機能維持に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 送風機棟（耐震補強） 送風機設備（更新） 

 

（２）木津川流域 洛南浄化センター 

■ 新名神高速道路の整備や関西文化学術研究都市関連の開発による汚水量の増加に対応するた

め、洛南浄化センターの処理能力を向上させる事業を実施しています。令和６年度は、水処

理施設の増設に関連する施設の整備を進めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 非常用発電設備（増設） 急速ろ過施設の完成イメージ（能力増強） 

 

（３）宮津湾流域 宮津湾浄化センター 

■ 老朽化したろ過設備の更新工事や、安定した汚水流下のための幹線管渠の複数化（二条化）を

行い、処理施設の機能及び流下能力の維持に努めます。 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 ろ過設備（更新） 二条管増設箇所 

最初沈殿池 

更新対象設備 
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現状と課題 
 

       

１ 汚水処理人口普及率の推移 

府全体の汚水処理人口普及率は、令和４年度末時点で全国４位の 98.6％と高い状況にあります

が、近年横ばいで推移しています。 

京都府南部地域においては、下流に大阪、兵庫を抱えており、1,100 万人の水道水源を守るとい

う役割があること、北部地域においては、丹後天橋立大江山国定公園に指定されている宮津湾沿岸

部の自然環境保護が必要であること等から、水質保全の取組を継続する必要があります。また、南

部では新名神高速道路の整備に伴うまちづくりが進んでおり、これに合わせた下水道施設の整備も

求められています。 

 

２ 汚水処理施設の老朽化 

京都府内における下水処理場の約４割は、供用開始から 25 年以上が経過しており、機械・電気

設備の大量更新期を迎えています。また、下水道管渠の総延長は約 9,500km となっていますが、管

渠の耐用年数である 50 年を経過した施設が約１割を占めており、20 年後には約５割を超え老朽化

が急速に進行する見込みとなっています。老朽化対策のための管渠の修繕、改築等にかかる維持管

理費用が増大するとともに、劣化に起因する事故や機能低下・停止による公共用水域の水質汚濁等

のリスクが増大することが懸念されています。 

 

 
 

３ 汚水処理事業のサービス継続 

汚水処理施設の経営環境は、人口減少に伴う使用料収入の減少や、職員数の減少、施設老朽化に

伴う大量更新期の到来により、厳しさを増しています。このため、広域化・共同化の取組により、

一層の効率化を進めていく必要があります。  
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令和６年度主要事業の概要 
 

 

１ 流域下水道（汚水）の整備 

流入水量が年々増加している洛南浄化センターの水処理能力を向上させるための事業を推進する 

とともに、老朽化が進行する流域下水道施設の改築更新工事を進めています。 

 

（１）桂川右岸流域 洛西浄化センター 

■ 老朽化が著しい送風機設備の改築更新に合わせて、地震時にも下水道の機能を維持するため
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 送風機棟（耐震補強） 送風機設備（更新） 

 

（２）木津川流域 洛南浄化センター 

■ 新名神高速道路の整備や関西文化学術研究都市関連の開発による汚水量の増加に対応するた

め、洛南浄化センターの処理能力を向上させる事業を実施しています。令和６年度は、水処
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 非常用発電設備（増設） 急速ろ過施設の完成イメージ（能力増強） 

 

（３）宮津湾流域 宮津湾浄化センター 

■ 老朽化したろ過設備の更新工事や、安定した汚水流下のための幹線管渠の複数化（二条化）を
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（４）木津川上流流域 木津川上流浄化センター 

■ 老朽化した非常用発電設備の更新工事や、安定した汚水流下のための中継ポンプ場のポンプ

増設を進め、処理施設の機能及び流下能力の維持に努めます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 非常用発電設備(更新) 中継ポンプ場ポンプ増設箇所 

 

 

２ 広域化・共同化計画の取組 

■ 令和５年３月に策定・公表した「京都府水環境構想2022」の一部に広域化・共同化計画を位置

づけました。京都府と全市町村が連携して、汚水処理の広域化・共同化など、府全体の持続的

な汚水処理事業の運営体制の確立に向けた取組を進めます。 

 

広域化・共同化による統合処理施設一覧 

分類 
整理

番号 
連携内容 関連市町村等 

短 期

（R9） 

中 期

（R14) 

長 期

（R24) 
備 考 

行政界を 1 流域下水道へのし尿受入 京都府、宮津市 〇       

超えた 2 流域下水道への公共下水道編入 京都府、宇治田原町       実施未定 

取組 
3 汚泥処理の共同化 

京都府、下水処理場

を有する市町 
      実施未定 

市町内の 4 農業集落排水施設の下水道への接続 京都市 ●     完了 

取組 5 農業集落排水施設の下水道への接続 京丹後市 ●     完了 

  6 農業集落排水施設の下水道への接続 福知山市 ●     完了 

  7 農業集落排水施設の下水道への接続 南丹市 ●     完了 

  8 農業集落排水施設の下水道への接続 南丹市     〇   

  9 特環施設の下水道への接続 南丹市     〇   

  10 農業集落排水施設の下水道への接続 亀岡市 〇       

  11 農業集落排水施設の下水道への接続 亀岡市     〇   

  12 農業集落排水施設の下水道への接続 舞鶴市 〇       

  13 特環施設の下水道への接続 亀岡市   〇     

  14 汚泥処理の共同化・資源化 福知山市 〇       

統合処理施設数（箇所）   8 1 3   

 

更新対象設備 

ポンプ増設箇所 
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８８  建建築築 

現状と課題  

基本方針  

 
 
 
 

建築行政は、建築物や宅地の品質や安全性を確保するために重要な役割を果たすとともに、都市計

画や土地利用規制との連携の中で、まちづくりの重要な要素になります。 

全ての営みの土台である「安心」の確保をはじめ、バリアフリー化や脱炭素化社会の実現など、多

様化する社会的課題や府民ニーズに対応し、良質な市街地、建築ストックを形成する必要があります。 

そのために、各種法令の順守の徹底、防災対策の強化、人・環境への配慮、地域特性に応じたまち

づくりに努めることとしており、消費者保護の観点も踏まえ、建築物等の計画段階から、工事、完成・

使用、さらに物件の流通段階や災害発生時に至るまで、制度の適切な運用を始めとして、支援措置の

活用、普及啓発や相談対応などを、関係機関と連携しながら的確に実施していきます。 

 
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

１ 建築行政を取り巻く状況 

近年、相次ぐ地震等の自然災害、また、構造計算書偽装、建築士詐称、大臣認定不適切事案等の

事件や、既存建築物等の維持管理の不備を原因とする事故や火災など、建築物の安心安全を揺るが

す様々な事象が発生しています。 

また、少子高齢化の急速な進行や人口減少により地域活力が低下しており、空き家の増加、都市

部における団地やマンションの老朽化が進行しているほか、地球規模の環境・エネルギー問題に対

する省資源・省エネルギー化の要請の高まりなど、建築・開発行政に関するニーズと課題は多様化・

高度化しています。 

さらに、上記課題への対応と併せ、デジタル化の推進、関係機関や団体等との連携強化、人材育

成など、並行して進めるべき課題への対応も求められているところです。 

 

 

 

 

 

 

良良好好ななままちちづづくくりり・・建建築築物物のの誘誘導導
・福祉のまちづくりの促進 

・脱炭素社会に向けた省エネ性能の向上 

・計画的な住宅、宅地供給の促進 

・建設リサイクルの促進 

宅宅地地開開発発指指導導  
・開発許可 

・宅地造成許可 

・宅地防災 

民民間間事事業業者者指指導導  
・建築士、建築士事務所の指導 

・宅地建物取引業者の指導 

・不動産鑑定業者の指導 

 

建建築築行行政政のの基基本本方方針針  
安心・安全な建築物、まちづくりの推進 

建建築築指指導導  
・適正な建築活動への誘導 

・耐震改修促進、既存建築物の適正な維持 

・民間指定確認検査機関の指導（連携） 
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